
















　3．Required Documents Doctorine と称される判例理論の成否
　　⑴　Required Documents Doctorine は「自己負罪拒否特権の保障を
　　　　前提としない理論」か











　憲法38条 1 項は，「何人も，自己に不利益な供述を強要されない」（英訳：No 








































































最大判昭和32年 2 月20日刑集11巻 2 号802頁。
最大判昭和47年11月22日刑集26巻554頁。
拙稿「憲法38条 1 項が保障するのは黙秘権かれとも自己負罪拒否権か」京都学園大学総合研究





















































































































































































最判昭和54年 5 月29日刑集33巻 4 号301頁。
外国人登録法違反被告事件最高裁判決（最判昭和56年11月26日刑集35巻 8 号896頁）も，先の
昭和47年の川崎民商事件最高裁判決の参照を挙げつつ，不法入国外国人に対し外国人登録法 3 条


















































































































































































３ ．Required Records Doctrine と称される判例例理論の成否




















McCormick, Evidence, 3rd. Ed. (1972) § 142，pp. 350-353.
Shapiro v. United States, 335 U. S. 1 (1948). 酒巻・前掲（憲法38条 1 項と行政上の供述義務）
85-86頁参照。














と，Required Records Doctrine は，特別的例外法理（自己負罪拒否特権の保障が
原則として及び例外として及ばないとする法理）を説いた理論であると位置づける
ことになろう。つまり，Required Records Doctrine は自己負罪拒否特権の保
障が及ぶことを前提とした法理ということになるで，果たしてこのように位置
づけることができるかが問題になる。




















論となろうから，その決着は，Required Records Doctrine を採った諸判例の
結論や，Required Records Doctrine に内包する問題を眺めることで図られる
のが肝要となろう。
⑵　Required Records Doctrine の成否



















































ておこう。そこでは，Required Records Doctrine とは異なって自動車事故の
報告の義務づけには自己負罪の危険があることを認めつつ（自己負罪拒否特権の
（33）































































































































最判昭和54年 5 月29日刑集33巻 4 号301頁，最判昭和56年11月26日刑集35巻 8 号896頁，最判昭
和57年 3 月30日刑集36巻 3 号478頁など参照。
松本・前掲注（憲法判例百選第 2 版）241頁。
酒巻・前掲（憲法38条 1 項と行政上の供述義務）92頁。
（39）
（40）
（41）
自己負罪拒否権の保障に限界や制約が認められるか（三並）
（153）　77
的の実現ためにということを主たる理由にして簡単に「自己に不利益な供述」
事項に当たらないと帰結することになるので，制約論自体が，法令合憲と容易
に判断する余地もつ論法となることにも十分注意を要しよう。いずれにしても，
絶対的保障論から見れば，制約論は，憲法38条 1 項の「自己に不利益な供述を
強要されない」と規定の存在自体を台無しにしかねない余地をももつ理論だと
言えよう。その意味で，もちろん，自己負罪拒否権の絶対保障論に立って言え
ることであるが，供述義務規定の目的を理由に説く制約論も，上記の「保障を
前提としない理論」の如く成り立ち得ないとまでは言わないが，理論としては
受け入れがたい或いは容認し難い理論と言えるのではなかろうか。
Ⅳ　「結びに代えて」──自己負罪拒否特権侵害の 
問題に適用違憲を主張することの有用性と問題性
　合憲と判断された法令は個別事案でも適用違憲を主張できないとする立場に
立つならともかくも，個別事案のところでは，適用違憲を主張できるとするの
が憲法学の定説であるように思われる。もっとも，適用違憲と判断する方法に
も幾つかの型があるが，ここでは，法令そのものは合憲であるが，その執行者
がそれを憲法で保障された権利・自由を侵害するような形で適用した場合に，
その解釈適用行為が違憲であるとする方法でもって，適用違憲が主張されるこ
とになる。それ故，合憲と判断された行政上の供述義務規定も，個別事案で自
己負罪拒否権を侵害するような形で適用した場合には，憲法38条 1 項の適用違
憲の問題は残るのかが問題となるが，最高裁判例では，昭和57年の外国人登録
法違反事件被告事件判決の補足意見（裁判官横井大三，同伊藤正己）で「いわゆ
る適用違憲の問題を生ずる余地がある」との判示が見られるものの，殆どの判
例は，既に眺めてきたよう，自己負罪拒否権の保障制約論を前提に法令合憲の
（42）
（43）
野中俊彦ほか『憲法Ⅱ〔第 5 版〕』（有斐閣，2012年）316頁以下参照〔野中俊彦筆者〕，戸松秀
典『憲法訴訟　第 2 版』（有斐閣，2008年）346頁以下参照，新正幸『憲法訴訟論』（信山社，
2008年）467頁以下参照。
前掲注⒂の最高裁判例。
（42）
（43）
78　（154）
判断した上で個別的事案にも適用合憲と述べるだけであったので，むしろ消極
的立場に帰着するものであったし，学説も自己負罪拒否権の保障の意義の理解
如何により，当然のことながら判断の分かれるところでもあった。それにして
も，自己負罪拒否権の侵害が争われてるいときに，当該義務規定の適用が違憲
だと判断できるのなら，適用違憲を主張することに有用性のあることはその通
りである。もちろん，そのためには，個別事案におけるその具体的な適用の場
合だけ，自己負罪拒否特権の方に力点を置いて，保障の制約の限界を超えると
か或いは暗に個別事案の場合には自己負罪拒否特権の絶対的保障論が成り立つ
と考えるのであろうから，その限りでは，自己負罪拒否権の絶対的保障を前提
に当該規定を違憲（法令違憲）と判断する筆者の立場と基本的には軌を一にす
る論者であると評されよう。しかしその反面で，それなら，法令違憲の主張の
ときにもそうした考え方が採られてしかるべきなのに，その論者はなぜ適用違
憲の次元に限定してしか違憲を主張しないのか，という素朴な疑問を浮かび上
がらせる。察するに，公共の福祉や公行政の目的のために設けられた行政上の
供述義務規定は，法令違憲の問題次元では，違憲としにくいのに比べて，適用
違憲の問題次元では，個別個別事案ということで自己負罪拒否特権を正面から
取り上げることになりがちであることから，違憲としやすい，と考えたからで
あろう。しかし，そこには，適用違憲主張の有用性を過大視するあまり，適用
違憲の主張に内包する根本的な問題を軽視する，という問題が伏在しているこ
とを忘れてはならないのである。
　言うまでもなく，自己負罪拒否権の制限法令を合憲とされた判断基準は，適
用違憲の判断の際にもそのままスライドされるのである。となると，かって公
共の福祉を錦の御旗に簡単に合憲と説かれたように，「公共の福祉論」的人権
制約論が適用次元でも当然説かれることになるのではという問題性は常に内包
することになるわけである。もちろん，その際には，自己負罪拒否権という個
人の人権と公共の福祉・行政目的・当該規定の性質・機能との調整ないし比較
考量がなされることになり，そこでは，後者を重視する判断がなされて，この
人権の趣旨・存在理由から帰結される本来の保障されるべき領域（保障絶対的
自己負罪拒否権の保障に限界や制約が認められるか（三並）
（155）　79
保障）が次第に縮減されるのをさほど問題視しなくなるという危険も同時にあ
わせもつことになるのであるから，従来の多くの学説・判例のように，適用違
憲の主張で事足れりとするわけいかないのである。むしろ筆者は，既述で眺め
たように，自己負罪拒否特権ないし自己負罪拒否権は，その趣旨・存在理由か
らして，手続の如何を問わず，法律規定の目的・機能を問わず，何人も，「自
己に不利な供述」は強要されないことをいわば絶対的に保障した人権であると
考えおり，それ故，公共の利益や行政の便宜ために，供述義務規定を設ける必
要性が不可欠である場合には，アメリカで見られるような「免責の規定」のよ
うに，供述義務者の刑事責任の追及のためには使用できない旨の規定が付加さ
れていなければならず，そうでない限り，当該義務規定自体は違憲（法令違
憲）であると断じるのが妥当とすべきものと思われるのである。
